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上げや水平移流の影響が大きいため，沈降速度の精度に

ついて十分な検証はなされていない．

本研究では，有機懸濁物質の沈降・分解過程に着目し，

大阪湾奥部で採取した現地海水試料を用いた室内実験に

より特性を定式化するとともに，実験結果を基に，有機

懸濁物質による栄養塩の鉛直輸送の実態を明らかにする．

2. 有機懸濁物質の分解特性

（1）実験方法

実験に用いる海水試料を採取するために，赤潮発生時

に大阪湾奥部（武庫川河口または西宮防波堤）において

表層1mの海水を採水した．採水・実験は計4回行った．

採水時における現地海水の水質を表-1に示す．C/N比が

Redfield比に近いことから，海水試料中の懸濁物質は一

次生産起源の成分が主であると考えられる．海水試料中

の植物プランクトン種の組成を表-2に示す．実験1，2，

4ではいずれも珪藻類が約9割を占めていた．ただし，優

占種はそれぞれ異なり，実験1ではThalassiosiraceaeが全

体の 97%，実験 2では Skeletonema costatumが 44%，

Nitzschia spp. が24%，Thalassiosira spp. が13%，実験4で
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Particulate organic matter (POM) plays a significant role in nutrient cycle in waters by decomposition and settling
process. In this study, the decomposition and settling characteristics of POM sampled in the head of Osaka Bay are
investigated in laboratory experiments. As a result, decomposition and settling rate were formulated, respectively.
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using 1D vertical diffusion model. The calculation result showed that POM generated in surface layer was
decomposed (or dissolved) or sink into sea bottom in 10 days, and about 32.1%, 58.0% and 29.9% of N, P and Si,
respectively, in the settling particle were regenerated in the water column. 

1. はじめに

閉鎖性内湾における適切な水質管理を行うためには，

水質予測の精度向上に向けた栄養塩動態の的確なモデル

化が重要である．既往の研究により，溶存態物質の動態

については比較的良好な予測が可能になりつつある一方

で，懸濁態物質については生物化学的過程に加え物理過

程が大きく関わり複雑な動態を示すため，精度の高い予

測は難しい．

内部生産由来の有機懸濁物質は，微生物による分解・

無機化作用を受けながら沈降することにより，海水中に

無機溶存態栄養塩を供給している．特に，密度成層が発

達する夏季には鉛直混合が抑制されるため，有機懸濁物

質による栄養塩輸送は海域の栄養塩循環においてより重

要な役割を果たしている．夏季の大阪湾を対象にボック

スモデルを用いた谷本ら（2001）の解析によると，表層

におけるPONとPPの生成量に対し，それぞれ約 65%，

約51%に相当する栄養塩が分解によって水中に回帰する

結果が示されている．

懸濁物質の沈降過程に関する研究としては，セジメン

トトラップによる現地調査や沈降筒を用いた室内実験に

よる沈降速度の測定がなされている（細川ら，1982；堀

江ら，1986）．また，有機懸濁物質の分解特性について

は植物プランクトンを対象とした相崎・高村（1986）や

T. Seikiら（1991）による室内実験の他，広島湾の有機泥

を対象とした日比野ら（2008）の研究例がある．大阪湾

奥部では西田ら（2006）によりセジメントトラップを用

いた現地調査が実施され，有機懸濁態栄養塩の沈降フラ

ックスの算定がなされている．しかし，沿岸域では巻き
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採水日

水温 （℃）

塩分

pH

SS （mg/L）

Chl-a. （μg/L）

Pheao. （mg/L）

POC （mg/L）

C/N （mol/mol）

N/P （mol/mol）

実験1

2008/8/13

30.7

24.2

7.87

8.6

11

3

3.7

－

17.8

実験2

2008/9/24

25.9

23.9

8.49

8.6

27

5.2

2.1

6.4

15.8

実験3

2008/11/14

20.7

27.6

－

11.8

21

4.1

2.3

7.1

17.6

実験4

2009/3/18

14.3

17.9

8.02

4.2

10

4.5

1.2

5.2

18.9

表-1 採水時の水質



はSkeletonema costatumが93%を占めていた．また，実験

3では渦鞭毛藻Peridinialesの他，クリプト藻Cryptophyceae

や珪藻Skeletonema costatumが混在していた．

採水した海水は冷蔵・暗条件下で実験室に持ち帰り，恒

温漕内で複数の水温条件下（15～30℃）に維持した．実

験1において，攪拌の有無による分解過程への影響を調べ

たところ，明確な違いはみられなかったため，その他の

実験では静置条件とした．いずれも好気・暗条件とし，約

1ヶ月にわたって栄養塩（NH4-N，NO2-N，NO3-N，TDN

（全溶存態窒素），TN，PO4-P，TDP（全溶存態リン），TP，

SiO2-Si）濃度の分析（AACS V Auto Analyzer（BLTEC））

を行い，その経時変化を調べた．また，有機懸濁態濃度

と有機溶存態濃度については，それぞれ，全濃度－全溶

存態濃度，全溶存態濃度－無機溶存態濃度の差し引きか

ら求めた．

（2）実験結果

有機懸濁態物質（PON，POP）は微生物の作用により

分解されて有機溶存態物質（DON，DOP）となり，さら

に無機化作用により無機溶存態物質（DIN（= [NH4-N] +

[NO2-N] + [NO3-N]），PO4-P）へと変化する．一例として，

実験3の20℃条件下における窒素，リン濃度の経時変化

を図-1に，実験2，3，4の25℃条件下における無機溶存

態濃度の経時変化を図-2に示す．ここで，TN，TPは実験

系内で保存されるため，本来その濃度は変化しないはず

であるが，それぞれTDN，TDPと似た増加傾向を示した．

これは分析の際，ペルオキソ二硫酸カリウム分解法によ

る懸濁態成分の分解効率が低かったためと考えられる．

そこで今回は，TN，TPの値が変化しなくなった時点の濃

度，または，その後の平均濃度を固定値として与えた．

窒素，リンともに，有機懸濁態濃度の低下に応じて無

機溶存態濃度の上昇がみられた．有機懸濁態物質が枯渇

する時期と無機溶存態濃度が一定値を取り始める時期は

ほぼ一致しており，この時点で易分解性有機物の分解が

終了したと考えられる．また，DONおよびDOPにほと

んど変化がないことから，有機懸濁態物質の分解により

生じた有機溶存態物質は，直ちに無機溶存態物質に変化

していると考えられる．これより，有機懸濁態物質の分

解速度は無機溶存態物質の生成速度と等しいと言える．

溶存態リンは実験開始から5～10日の間に急激な濃度

上昇を示し，窒素に比べて早く収束する傾向がみられた．

溶存態窒素をみると，まずNH4-Nが増加した後，NO2-N，

NO3-Nへと順に硝化反応が進行していることがわかる．

また，実験開始直後にみられる無機溶存態濃度の低下は

植物プランクトンの呼吸によるものと考えられ，死滅分
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(cell/L)

クリプト藻

渦鞭毛藻

珪藻

ラフィド藻

ミドリムシ藻

プラシノ藻

その他

合計

実験1

9,600

52,720

30,223,120

0

2,400

139,200

0

30,427,040

実験2

280,800

269,430

24,519,990

0

43,200

108,000

5,400

25,226,820

実験3

2,860,470

5,552,850

2,647,920

259,800

194,400

849,600

109,800

12,384,840

実験4

43,800

94,850

7,169,890

0

24,000

183,600

4,900

7,521,040

表-2 優占植物プランクトン種

図-1 窒素，リン濃度の経時変化（実験3，20℃条件） 図-2 無機溶存態濃度の経時変化（25℃条件）



ここで，t：経過日数（day）である．これより無機溶

存態物質の生成速度R（day-1）を算出するとともに，水

温条件別の実験結果から20℃を基準とした温度補正係数

θを求めることで，最終的に（2）式の温度依存型の生成

速度式を構築した．各実験から得られた20℃における生

成速度R（20℃）および温度補正係数θを表-3に示す．

………………（2）

3. 有機懸濁物質の沈降特性

（1）実験方法

静水中における単一粒子の沈降速度w（m/sec）は一般

に次式のストークス則に従うことが知られている．

………………………………（3）

ここで，µ：海水の粘性係数（Pa・sec），ρsおよびρ：
粒子および海水の密度（kg/m3），g：重力加速度（m/sec2），

d：粒子径（m）である．このうち，粒子径はレーザー回

折・散乱式の粒度分布測定装置を用いることにより，直

接測定することができる．また，海水の粘性係数と密度

については種々の算定式が提案されている．しかしなが

ら，懸濁粒子の密度については直接測定することが難し

い．そこで，有機懸濁物質（デトリタス態）を含んだ現

地海水試料を用いた室内実験を行い，粒子の沈降速度お

よび粒径を直接測定し，その結果をストークス則に適用

することにより，逆算的に粒径別の粒子密度を算定した．

海水には分解実験2，3で用いたものと同一の試料を使

用し，それぞれを実験A，Bとする．実験Aと実験Bでは，

海水試料に含まれる植物プランクトン種の組成とSS濃

度，塩分の条件が異なる．塩化ビニル製の円筒（直径

11cm，高さ150cm）に海水試料を入れ，水温一定（20℃）

の下，数時間おきに水深110cmに位置する小孔から筒内

に乱れが生じないように一定水量を採水した．各時刻に

採取したサンプルについてSS濃度と粒度分布（LA-920

（HORIBA））を計測し，各粒径粒子の濃度の経時変化か

ら，粒径ごとに沈降速度を算出した．ただし，粒子が沈

降する際には一様に拡散すると仮定した．実験開始時に

は筒内全体の粒子濃度が均一になるように，一様に攪拌
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解が始まるまでの日数はプランクトン組成により若干異

なるものの，相崎・高村（1986）の結果と同じく1～4

日の範囲にあった．

SiO2-Siについては実験開始から数日間は変化がなく，

5～8日後から上昇傾向がみられた．ただし，実験2では

明確な濃度上昇が確認されたものの，実験3，4では試料

に含まれる珪藻の細胞数が少なかったことから有意な変

化を捉えることはできなかった．生物ケイ酸の溶解過程

は温度への依存性が極めて大きいことが知られている

が，その他の要素の影響も受け，実態の解明に向けて議

論の余地が多く残されている（鎌谷・武田，2007）．

窒素，リンの無機溶存態物質の最終的な総回帰量の比

を図-3に示す．図中にはRedfield比（N/P=16）を表す直

線も合わせて示している．総回帰量のN/P比は実験1で

は14.4～19.4，実験3では18.8～22.4，実験4では12.9～

13.7と若干の違いはあるが，いずれもRedfield比に近い

比率で回帰していた．

ここで，PO4-P濃度の変動には無機懸濁物質による吸

脱着過程の影響も考えられる．吸着態リンは周囲水に溶

存するPO4-Pと吸着平衡を保つような緩衝作用を有して

いる（田中，1995；西田・中谷，2007）．そのため，

POPの分解により生成したPO4-Pの一部は，溶存するこ

となく無機懸濁物質に吸着している可能性も否定できな

い．SS濃度が比較的高かった実験3において，最終的に

回帰した無機溶存態物質のN/P比がその他の実験に比べ

て大きいことは，吸着過程の影響が現れているとも考え

ることができる．ただし，実験に用いた有機懸濁物質が

一次生産起源であることはその元素構成比がRedfield比

に近いことから明らかであるが，吸脱着の影響の有無を

議論するためには，有機懸濁物質の性状や無機懸濁物質

の特性・存在量を調べる必要がある．今後，実験方法の

改良を含め，さらなる検討が必要と考えられる．

（3）無機溶存態物質の生成速度

図-2に示すようなDIN，PO4-P，SiO2-Siのそれぞれに

ついて濃度上昇が開始した日のプロットが原点と重なる

ようにグラフを平行移動し，0日目からの濃度変化量C(t)

（mg/L）を示す（1）式の係数a，bを最小二乗法により決

定した．

…………………………（1）

図-3 窒素，リンの総回帰量の比

実験1

実験2

実験3

実験4

θ

1.059

1.014

1.047

1.025

1.072

1.047

1.042

R（20℃）

0.080

0.236

0.064

0.101

0.150

0.108

0.157

N

P

Si

N

P

N

P

表-3 20℃における無機溶存態物質の生成速度と温度補正係数



した後に実験を開始した．

（2）実験結果

実験Aで用いた試料に含まれる粒子径は2～80µmであ

り，20µm以下の粒径成分が大半を占めていた．実験Bの

試料でも20µm以下の粒径が9割以上を占め，最大粒径も

39µmと比較的小さな粒子で構成されていた．得られた

沈降速度は1～4m/dayの範囲にあった．粒径と沈降速度

の関係を図-4に示す．実験Aと実験Bの結果は概ね連続

しており，粒径の増大に伴い沈降速度は大きくなる傾向

にあった．実験により求めた粒径ごとの沈降速度をスト

ークス則に代入することにより，粒径ごとに粒子密度を

算出した．その関係を図-5に示す．2つの実験から得ら

れた結果がほぼ連続的であったことから，粒子密度は粒

径の関数として近似的に一意に表現することができた．

（3）沈降速度

実験により得られた粒径と粒子密度の関係に加え，海

水の粘性係数µについて水温依存性を考慮し，これらを
ストークス則に代入することにより，以下に示す海水密

度，水温，粒径に依存する沈降速度式を構築した．

…（4）

海水密度は塩分と水温によって決定されるため，最終的

には塩分，水温，粒径によって表現される．一例として，

30µmの粒径粒子に関する塩分－水温－沈降速度の関係を

図-6に示す．海水密度ρの算定には簡単のため，Millero and

Poissonの状態方程式を適用した．図より，沈降速度は塩

分に比べて水温への依存性が大きいことがわかる．

4. 鉛直一次元拡散モデルを用いた数値解析

実験結果を基に，鉛直一次元拡散モデルを用いて，表

層に発生した有機懸濁物質が分解（溶解）しながら栄養

塩を回帰し，海底まで沈降していく現象を再現する．

（1）解析モデルの概要

鉛直一次元拡散モデルの基礎式を以下に示す．

……………………（5）

ここで，C：物質濃度，Kz：渦動拡散係数，S(C )：物

質の生成項である．渦動拡散係数については，尹ら

（1993）によって提案されたものを採用し，風と密度成

層の効果を取り込んでいる．海表面における熱交換プロ

セスには全熱収支式を用いた．大阪湾奥部を想定し，鉛

直層分割は15層，層間隔は1m（第1層および第15層は

0.5m）とした．横流入はないものとし，水位変動は考慮

していない．今回の解析では，一連の生物化学反応のう

ち，デトリタス態の有機懸濁物質の沈降・分解（溶解）

過程のみを抽出して捉えた．

（2）計算条件

計算期間は10日間とし，大阪湾奥部における夏季の成

層期を想定した解析を行った．気象条件には2005年9月

の気象データを平均した夏季の日変動を繰り返し与え

た．水温，塩分，DO，CODについては，西田ら（2006）

によって2005年9月21日に実施された大阪湾北部港湾域

における水質調査結果を参考に初期分布を設定した（図-

7）．ただし，DO，CODに関しては時間変化を与えず，

計算期間を通して一定の値を与えた．また，上述の観測

結果において密度躍層が水深3m付近にみられたことを

踏まえ，有機懸濁態物質の初期濃度は表層第1～3層の

みに均一に与えた．

有機懸濁物質には珪藻類を想定し，窒素とリンについ

ては実験1，ケイ素については実験2から得られた生成速

度式を与えた．有機物の分解過程には好気分解のみを考

慮し，窒素とリンについてはDOに対する依存性をミカ

エリス－メンテン型の制限関数によって与えた．また，

今回は一例として30µmの粒径粒子に着目し，沈降過程

中に粒径は変化しないという仮定の下で沈降速度式（4）

を適用した．

（3）計算結果

図-8にPONの鉛直分布の経時変化を示す．このグラフ

の最深部（水深14m）の値は有機懸濁物質が海水中で分
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図-4 粒径と沈降速度の関係 図-5 粒径と粒子密度の関係

図-7 水質分布の初期設定



解されずに，底面に到達したことを示している．表層に

存在したPONは，そのほとんどが10日以内には沈降過

程で分解もしくは海底に堆積した．水深3m付近に密度

躍層が存在するため，躍層以浅ではPONは沈降しにくく

滞留している一方で，躍層以深では速やかに沈降してい

る．これらの傾向はリン，ケイ素にも共通してみられた．

初期存在量を100とした場合の各水深への10日間のDIN，

PO4-P，SiO2-Siの総回帰量を図-9に示す．このうち，そ

れぞれ9.4%，18.4%，7.2%が躍層以浅で回帰しており，

これらは有光層で再び一次生産に用いられると考えられ

る．窒素とリンでは水深11m以深で回帰量が急激に減少

するが，これは無酸素状態において分解速度が低下した

ためである．表-4に初期存在量のうち，未分解のまま海

底に到達した割合と水中に回帰した割合を示す．生成速

度の大小を反映し，窒素やケイ素に比してリンは水中に

回帰する割合が大きいことがわかった．

5. おわりに

本研究では，室内実験および数値解析を行い，大阪湾

奥部を対象に有機懸濁物質による栄養塩の鉛直輸送の実

態を明らかにした．本研究で得られた主たる結論は以下

の通りである．

（1）分解（溶解）実験の結果，有機懸濁態物質からの無機

溶存態物質の生成速度はリン＞窒素＞ケイ素の順であっ

た．20℃条件下においては0.080～0.236day-1の範囲にあ

り，最終的に温度依存型の生成速度式を構築した．

（2）2～80µmのデトリタス粒子を対象にした沈降実験の

結果，沈降速度は1～4m/dayの値を示した．また，粒

径と沈降速度はほぼ一意の関係にあった．

（3）得られた沈降速度からストークス則に従って粒子密度

を算出したところ，粒子密度は粒径の関数として表現が

可能であった．ただし，他の水域においても同様の表現

が可能であるかは，今後検証していく必要がある．

（4）沈降実験の結果と，海水の粘性係数と密度に関する

既往の知見をストークス則に適用することで，粒径，

塩分，水温のみに依存する有機懸濁物質の沈降速度式

を構築した．

（5）室内実験結果を基に，粒径30µmの有機懸濁物質の

沈降・分解（溶解）過程について一次元鉛直拡散モデ

ルを用いて解析を行った．その結果，夏季の表層に発

生した有機懸濁物質は10日以内に沈降過程で水中に回

帰もしくは海底に堆積し，初期存在量のうち窒素は

32.1%，リンは58.0%，ケイ素は29.9%が海水中に回帰

されることがわかった．
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図-9 各水深への回帰量（初期存在量を100とする）

図-8 PON濃度の経時変化

分解（溶解）割合（％）

堆積割合（％）

窒素

32.1

67.9

リン

58.0

42.0

ケイ素

29.9

70.1

表-4 分解（溶解）・堆積割合


